
第　２　章　　　総　　　　　　　括

１　　建設交通部の組織図

◎本　　　　　庁

◎建設交通部地方機関

◎地域振興局

第 1 節　  組 織 ・ 機 構

萩形ダム管理事務所

早口ダム管理事務所
山瀬ダム管理事務所

企画調査課

工 務 課

次　長
由利地域
振 興 局

建設部長

企画調査第１班
企画調査課

企画調査第２班

工務第１班

工 務 課 工務第２班
工務第３班

協和ダム管理事務所
鎧畑ダム管理事務所

次　長
仙北地域
振 興 局

用地管理班

（住宅・営繕班）

用 地 課

（建築指導班）
（ 建 築 課 ）

建設部長

企画調査課 企画調査班

工 務 課 工務班

平鹿地域
建設部長 次　長 大松川ダム管理事務所

振 興 局
用 地 課 用地管理班

建築指導班
建 築 課

住宅・営繕班

企画調査課 企画調査班

工 務 課 工務班

雄勝地域
建設部長 次　長 皆瀬・板戸ダム管理事務所

振 興 局
用 地 課 用地管理班

（建築指導班）
（ 建 築 課 ）

（住宅・営繕班）

（建築指導班）
（住宅・営繕班）

（ 建 築 課 ）

用地管理班

企画調査課

工務班

企画調査班

工 務 課

建築指導班
住宅・営繕班

建 築 課

秋田地域
振 興 局

建設部長 次　長 旭川ダム管理事務所
岩見ダム管理事務所

管理班
用地班

用 地 課

大内ダム管理事務所

用 地 課

企画調査課 企画調査班

工 務 課 工務班

用 地 課 用地管理班

（建築指導班）
（ 建 築 課 ）

振 興 局
次　長建設部長

鹿角地域

（ 建 築 課 ）

企画調査第１班
企画調査第２班

工務第１班
工務第２班
工務第３班

工 務 課

企画調査課

（建築指導班）
（住宅・営繕班）

工務第３班

（住宅・営繕班）

企画調査第１班

建 築 課

用 地 課

企画調査班

工務班

素波里ダム管理事務所
水沢ダム管理事務所

工務第１班
工務第２班

企画調査第２班

建設部長
森吉ダム管理事務所

北秋田地
域振興局

企画調査課

工 務 課

用 地 課

山本地域
振 興 局

建設部長 次　長

用地管理班

建築指導班
住宅・営繕班

次　長

用地管理班

内陸線利用推進監
内陸線利用推進班

砂子沢ダム建設事務所

秋 田空 港管 理 事 務所

管理班

総務班

管理班

管理班
秋 田 港 湾 事 務 所

工務班

船 川 港 湾 事 務 所

工務班

建 設 交 通
政 策 課 長

（技　術）

政 策 監

次 長

下 水 道 課 長

技術管理室長
技術管理監

都 市 計 画 課 長

港 湾 空 港 課 長

流 域 防 災 監

営 繕 課 長

建築物安全安心推進班
公共住宅班 能 代 港 湾 事 務 所

調整・建築班
設備班

建
設
交
通
部
長

管理班

調整・流域下水道班

調整・企画班

道 路 課 長

河 川 砂 防 課 長

政 策 監

参事（兼）

県
土
整
備
技
監

次 長

都市計画班
都市整備班

河川・ダム・海岸班

調整・企画管理班
道路建設班
道路環境・維持班

環境整備班

交通政策班

総務班
経理班
企画・広報班

調整・用地班
建設業班

積算管理班

調整・都市管理班

調整・建設マネジメント班
次 長
（事　務）

（技　術）

建 設 管 理 課 長

（技　術）

次 長

市街地整備班

建 築 住 宅 課 長
市街地再開発推進監

調整・住宅政策班

調整・空港班
港湾班

砂防・防災班

大館能代空港管理事務所

総務班
基本施設班
保安施設班

施設班

－ 6 －



       ２　　建設交通部及び地域振興局建設部職員数

H22.4.1現在

土木 建築 機械 電気 林業 農業土木 化学 小計

建設交通部 1 5 1 6 7

建設交通政策課 33 6 6 39

建設管理課 17 0 17

建設管理課技術管理室 6 1 1 4 12 12

都市計画課 4 10 1 11 15

下水道課 6 2 1 9 9

道路課 3 17 17 20

河川砂防課 4 17 17 21

港湾空港課 3 9 1 10 13

建築住宅課 5 15 15 20

営繕課 7 3 2 12 12

本　　庁　　計 70 76 25 5 3 1 5 0 115 0 185

秋田港湾事務所 7 6 6 1 14

船川港湾事務所 5 3 3 1 9

能代港湾事務所 3 4 4 7

砂子沢ダム建設事務所 6 6 1 7

秋田空港管理事務所 6 5 4 9 1 16

大館能代空港管理事務所 5 4 3 7 1 13

地 方 事 務 所 計 26 28 0 0 7 0 0 0 35 5 66

96 104 25 5 10 1 5 0 150 5 251

鹿角地域振興局建設部 5 21 21 5 31

北秋田地域振興局建設部 8 46 12 2 2 62 12 82

山本地域振興局建設部 5 26 26 8 39

秋田地域振興局建設部 16 53 11 4 3 71 11 98

由利地域振興局建設部 7 33 33 6 46

仙北地域振興局建設部 8 39 2 2 43 10 61

平鹿地域振興局建設部 5 24 12 36 5 46

雄勝地域振興局建設部 5 28 28 8 41

59 270 35 8 7 0 0 0 320 65 444

155 374 60 13 17 1 5 0 470 70 695

29 5 1 35 35

155 403 65 14 17 1 5 0 505 70 730

部外配属　計

総　　　　計

合　　　　　　計

所　　属　　名　

建

設

交

通

部

建設交通部　合計

地域振興局建設部　合計

地
 
域
 
振
 
興
 
局

現業
職員

合計
事務
職員

技　　術　　職　　員
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３　　建設交通部事務分掌

本　　庁

　
　・建設業の許可及び監督に関すること。
　・建設工事の入札・契約制度に関すること。
　・公共用地の取得に伴う損失補償の基準に関すること。
　・土地利用に関すること。
　・土地収用及び収用委員会に関すること。
　・国土交通省所管公共用財産に関すること。

　
　・人事、予算及び経理に関すること。
　・主要施策の企画及び調整並びに広報に関すること。
　・交通体系の整備に関する調査及び企画に関すること。
　・鉄道、バス及び海上交通に関すること。
　・航空路線の維持・拡充に関すること。

建 設 交 通 政 策 課

建 設 管 理 課

　
　・部内職員の研修及び技術的な指導に関すること。
　・設計積算に関すること。
　・電算システムの業務及び調査に関すること。
　・建設情報の電子化の推進に関すること。

建設管理課技術管理室

　
　・都市計画区域の決定に関すること。
　・都市政策、土地利用及び都市計画の決定に関すること。
　・土地区画整理事業の認可・指導に関すること。
　・景観の形成に関すること。
　・街路事業の認可・指導に関すること。
　・都市公園、都市緑化に関すること。

都 市 計 画 課

　
　・生活排水処理に関する調査、企画及び調整に関すること。
　・公共下水道の計画、認可実施業務指導、下水道等整備構想に関すること。
　・流域別下水道整備総合計画認可及び流域下水道の建設維持管理に関すること。
  ・農業集落排水及び合併処理浄化槽の整備に関すること。

下 水 道 課

　
　・道路に関する調査、企画及び調整に関すること。
　・道路の新設及び改築に関すること。
　・高速道路の整備促進に関すること。
　・道路の維持及び修繕に関すること。
　・路線の認定、廃止及び変更に関すること。
　・市町村道事業の指導に関すること。
　・交通安全施設整備に関すること。
　・除雪、消融雪施設及び雪寒道路整備に関すること。

道 路 課
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地　　方

　
　・河川、海岸、砂防及び傾斜地の管理に関すること。
　・河川、海岸、砂防及び傾斜地の調査、企画及び調整に関すること。
　・河川事業及び砂防事業の計画及び実施に関すること。
　・土木災害対策の総合調整及び災害復旧工事の総括に関すること。
　・河川総合開発事業の建設に関すること。

河 川 砂 防 課

　
　・公有水面の埋め立てに関すること。
　・秋田空港及び大館能代空港に関すること。
　・港湾・海岸の計画、調査に関すること。
　・港湾・海岸事業の実施に関すること。

港 湾 空 港 課

　
　・住宅政策に関すること。
　・公営住宅計画、建設に関すること。
　・公営住宅の管理指導に関すること。
　・建築基準法他、宅地・建物に係る関係法令の指導に関すること。
　・市街地再開発、住環境整備に関すること。

建 築 住 宅 課

　
　・営繕工事の設計・積算基準に関すること。
　・県有建築物（知事部局所管、教育庁所管）の調査、設計及び監督等に関すること。

営 繕 課

　
　・用地の取得、物件移転、補償及び登記に関すること。
　・都市計画及び都市計画事業に関すること。
　・道路、河川、海岸、砂防、都市計画施設、住宅及び営繕等に係る工事の設計、契約、施
    工、監督及び検査に関すること。
　・道路、河川、海岸、砂防指定地、都市計画施設及び県営住宅並びに国有及び県有土地
    の維持管理に関すること。
　・宅地造成等の規制に関すること。
　・砂利採取及び砕石に関すること。
　・交通政策に関すること。
　・水防及び災害復旧事業に関すること。
　・ダムの建設、維持管理に関すること。
　・流域下水道の建設及び管理に関すること。

地 域 振 興 局 建 設 部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・港湾施設の建設及び管理に関すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・砂子沢ダムの建設に関すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・空港の管理に関すること。

港 湾 事 務 所

砂子沢ダム建設事務所

空 港 管 理 事 務 所
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１　　ふるさと秋田元気創造プランについて

（１）　プラン策定の趣旨

　　　

（２）　プランの推進期間

（３）　プランを構成する戦略とそれ以外の政策分野の着実な推進

　　　

　１．時代潮流と秋田の可能性
　２．４年間に創造する”秋田の元気”
　３．みんなで目指す１０年後の秋田

第 ２ 節　  施 策 ・ 予 算

　少子高齢化の急速な進行や市町村合併の進展など、県政を取り巻く情勢が大きく変化してきた中

で、平成２０年９月の米国発の金融危機を引き金とした経済悪化の波は我が国の地方経済をも疲弊さ

せ、本県の経済雇用情勢は未だ先行き不透明な状況が続いています。

　一方で、地球規模で環境意識の高まりや食料需給のひっ迫、環日本海経済の成長など、新たな時

代潮流が姿を現しつつあります。

　このような時にこそ、秋田の可能性を見据え、厳しい経済・雇用情勢の克服、産業構造の成長分野

へのシフトや新産業の育成、新たな農業・農村政策の展開、少子化対策、地域医療提供体制の充実

など、将来の秋田の発展にとって不可欠な政策をタイミング逃さず打ち出し、戦略的に取り組んでいく

ことが重要です。

　このため、「ふるさと秋田」の元気創造に向け、県民と一丸となって取組を進めていくための新たな県

政の運営指針として、「ふるさと秋田元気創造プラン」を策定しました。

平成２２年度から平成２５年度までの４年間をプランの推進期間とします。

　プランは「将来ビジョン」と「５つの戦略」で構成されているほか、「４つの横断的取組」が５つの戦略

を支えるものと位置づけています。

　プランに盛り込まれた５つの戦略分野のほかにも、教育、福祉、文化・スポーツ、環境、県土整備や

防災など重要な政策分野については、「プラン」の将来ビジョンと整合性をとった形で、個別のビジョ

ンや推進計画などの個別計画に基づいて推進を図ります。

【「ふるさと秋田元気創造プラン」と「個別計画」の構成概要】

将来ビジョン

１．産業経済基盤の再構築戦略
　２．融合と成長の新農林水産ビジネス創出戦
略
　３．県民参加による脱少子化戦略
　４．いのちと健康を守る安全・安心戦略
　５．協働社会構築戦略

５つの戦略

○教育・人づくり　　○ＩＴ・科学技術
○環境政策　　　　　○社会資本整備

横断的に支える

「プラン」と「個別計画」

ふるさと秋田元気創造プラン

プ
ラ
ン
と
個
別
計
画
と
が
一
体
と

な
っ

た
県
政
運
営
の
推
進

　政策分野ごとの個別のビジョンや推進計画（「個別計画」）

　将来ビジョン　（みんなで目指す１０年後の秋田）

４年間に創造する　”秋田の元気”

５つの戦略　と戦略を支える　４つの横断的取組

秋田県総合交通ビジョン
あきた教育新時代創生

プログラム
秋田県スポーツ振興

基本計画

あきた文化振興ビジョン
第９次あきた青少年

プラン
新秋田県男女共同参画

推進計画

第４期介護保険事業
支援計画 等
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戦略（５） プロジェクト（２３） 方向性（５７）

１　高付加価値化に向けた企画・開発力の向上

２　成長分野への参入や異業種産業との技術交流の推進

１　基礎的生産技術の高度化による成長分野への参入

２　次世代自動車・航空機関連産業への参入促進

３　医工連携による医療機器関連産業の育成

４　産学官の多様な連携・交流による新技術・新製品開発の促進

５　地域に根ざした産業の育成・強化

１　鉱山関連技術などを活かした環境・リサイクル産業の拠点化

２　地球に優しいエネルギーの導入促進と関連産業の創出・育成

１　「売れる商品づくり」の推進と中核事業者の育成

２　農林水産業や観光産業との連携強化

３　多様な販売チャネルの確保による販路拡大

１　東アジア諸国など海外との交流促進によるビジネスチャンスの拡大

２　国内外からの観光・ビジネス客の誘客促進

３　時代や地域のニーズを捉えたサービス産業の育成

４　起業気運の醸成と総合的な創業サポート

１　産地情報をダイレクトに丸ごと伝える仕組みづくり

２　多様なニーズに機動的に対応する流通・販売体制の確立

１　持続可能な大規模経営体等の育成と多様な担い手の確保

２　水田フル活用の推進と生産基盤の整備

３　生産・消費現場と密着した試験研究の推進

１　県オリジナルの品種・技術によるブランド品目の生産拡大

２　安全・安心な県産農産物の供給体制の確立

３　産地の強みを育てる新技術の普及・定着

１　他産業との融合・連携による多様な新ビジネスの展開

２　食・農・観連携の促進

３　豊かな水田資源を活用した米粉ビジネスの活性化

４　食関連産業の新展開のための技術支援の強化

５　グローバルな産地間競争に打ち勝つ木材総合加工産地・あきたの確立

１　少子化克服のための県民運動の展開

２　地域社会全体で少子化対策を応援する仕組みや体制の構築

１　雇用の受け皿づくりに向けた産業経済基盤の再構築

２　新規学卒者の県内就職・就農の促進

３　Ａターン就職や県外からの移住・定住を促進するための支援

４　若者の職業観の醸成や地元企業への理解促進

１　出会いと結婚の支援

２　企業による「仕事と育児・家庭の両立支援」の促進

３　結婚や家庭について学び考える機会の充実

１　安心して出産できる環境づくり

２　子育て家庭に対する経済的支援の拡充

３　働きながら子育てできる環境づくり

４　地域全体で子育てを支援するための体制づくり

１　生活習慣病予防の推進 １　生涯を通じた生活習慣病予防対策の推進

１　がん検診の受診率の向上

２　質の高いがん医療の提供

３　緩和ケアの充実

３　心の健康づくり・自殺予防
　　対策の推進

１　自殺予防総合対策の推進

１　総合的な医師確保対策の推進

２　救急・周産期医療体制の充実

３　地域の中核的な病院の医療機能の強化と高度医療の充実

５　県民の公平な受診機会の
　　確保

１　居住地等に起因する地理的ハンディキャップの解消

１　県民のコミュニティ活動やＮＰＯ活動への参加促進

２　県民協働のための基盤づくりの推進

１　多様な主体の協働による地域活力の創造

２　新たなビジネスモデルの展開による地域活力の創造

１　県と市町村の協働の推進

２　行政と多様な主体との協働の推進

Ⅲ　県民参加による脱少子化
　　 戦略

Ⅳ　いのちと健康を守る安全
　　 ・安心戦略

Ⅴ　協働社会構築戦略

１　県民の多様な活動への参
　　加促進と協働の推進

２　協働の取組と新ビジネス
　　の展開による地域活力の
　　創造

３　行政と多様な主体との協
　　働の推進

３　夢を持ち安心して過程を
　　築ける環境づくり

４　安心とゆとりを持って子育
　　てを楽しめる環境づくり

２　総合的ながん対策の推進

１　全ての県民が少子化克服
　　に向け積極的に行動する
　　意識醸成と体制づくり

２　若者が「ふるさと秋田」で
　　誇りを持って暮らせる環
　　境づくり

４　医療提供体制の整備

２　新農林水産ビジネスの展
　　開を支える基盤づくり

３　需要創造力と訴求力を兼
　　ね備えた産地づくり

４　他産業との融合による多
　　様な付加価値の創出

５　人・モノの交流促進による
　　ビジネスの拡大

１　秋田の強みを発揮できる
　　販売環境づくり

「ふるさと秋田元気創造プラン」　戦略体系

Ⅰ　産業経済基盤の再構築
　　 戦略

Ⅱ　融合と成長の新農林水産
　　 ビジネス創出戦略

１　電子部品・デバイス産業の
　　パワーアップ

２　輸送機械や医療機器など
　　新たなリーディング産業の
　　育成と地域に根ざした産
　　業の進行

３　環境調和型社会に向けた
　　産業の集積

４　戦略的展開による食品産
　　業の振興
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取組（４） 方向性（３４）

１　子どもの個性を生かした多様な教育活動の展開

２　高校生の学力向上を目指した各種プログラム等の実施

３　小・中・高校生へのキャリア教育の充実

４　地域農業を担う経営体の確保・育成

５　地域の自立を担う人材の育成・確保（ボランティア）

６　高等教育の充実

７　高等教育機関の連携強化と地域貢献活動の推進

８　グローバル社会に対応できる人材の育成

１　情報通信基盤の整備

２　産学官連携による科学技術の振興

３　公設試験研究機関における研究開発の推進

１　地球温暖化対策の推進

２　新エネルギーの導入促進

３　循環型社会の実現

４　良好な生活環境の保全および化学物質対策の推進

５　「水と緑の条例」に基づく県民運動の推進

６　自然環境の再生に向けた取組の推進

７　森林の適正な管理による二酸化炭素の吸収促進

８　農地等の保全管理と利活用の推進

１　産業・経済を支える高速道路ネットワークの整備

２　環日本海交流を支える物流拠点の整備

３　農林水産業を支える基盤整備

４　環境・リサイクル産業の集積促進

５　地域を支える建設産業の振興

６　広域ネットワークの充実と空港機能の強化

７　市街地の賑わいを創出する都市機能の強化

８　地域資源を活かした景観づくり・道づくりによる観光振興

１　水害・土砂災害への対応力強化

２　地域公共交通の確保支援

３　公共施設等の老朽化対策

４　地域医療などを支える救急ネットワークの整備

５　良好な居住環境の整備

６　県民との協働による地域づくり

７　市町村との協働による県民サービスの向上

　　社会資本整備の推進
　　（「生活」を支える）

「ふるさと秋田元気創造プラン」　５つの戦略を支える横断的な取組

戦略を支える横断的な取組

１　教育・人づくりの推進

２　ＩＴ・科学技術の活用

３　環境政策の推進

４　社会資本整備の推進
　　（「産業」を支える）
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（４）　建設交通部関係の主な施策・取組方向

　　各戦略を支える横断的な取組

　　○社会資本整備の推進

　　①　産業・経済を支える高速道路ネットワークの整備

　　・　高速道路網の整備と利活用の促進（日沿道、東北中央道の整備促進）

　　・　地域高規格道路など、国・県道の整備促進（国道７号下浜バイパス（秋田市）、国道４６号

　　　　盛岡秋田道路（角館バイパス）、県道あきた北空港西線（小ヶ田工区）等）

　　②　環日本海交流を支える物流拠点の整備

　　・　秋田港の整備（防波堤による静穏度向上、国際コンテナターミナル施設）

　　・　能代港の整備（防波堤による静穏度向上、リサイクルポート関連施設）

　　③　農林水産業を支える基盤整備

　　・　高速道路網の整備と利活用の促進（日沿道、東北中央道の整備促進）　《再掲》

　　・　産地と消費地を結ぶ国・県道の整備促進（県道琴丘上小阿仁線（上岩川工区）等）

　　・　成瀬ダムの整備促進

　　④　環境・リサイクル産業の集積促進

　　・　下水バイオマスの利活用推進

　　・　建設副産物対策の推進

　　・　リサイクル資材の利用推進

　　・　高速道路網、港湾の整備《再掲》

　　⑤　地域を支える建設産業の振興

　　・　企業合併等へのインセンティブ付与の拡充

　　・　公共構造物の診断・点検技術研修の実施等による技術力向上支援

　　・　活動領域拡大のための事前調査・試行、事業立ち上げ段階への支援

　　⑥　広域ネットワークの充実と空港機能の強化

　　・　空港の利便性の向上（秋田空港立体駐車場の整備）

　　・　空港アクセス機能の強化（秋田空港アクセス道路の整備）

　　⑦　市街地の賑わいを創出する都市機能の強化

　　・　市街地再開発事業の促進（中通一丁目地区（秋田市）、横手駅東口第一地区　等）

　　・　土地区画整理事業の促進（秋田駅東第三地区、本荘中央地区　等）

　　・　都市計画街路の整備（横山金足線（秋田市）、川尻広面線（秋田市）　等）

　　⑧　地域資源を活かした景観づくり・道づくりによる観光振興

　　・　街並み環境整備の促進

　　・　景観に配慮した公共事業の実施

　　　　（電線類の地下埋設化、景観に配慮した防護柵の設置　等）

　　・　景観を活用した地域づくりの支援

◆「産業」を支える

　高速道路等の道路、港湾、空港の整備を進め、陸・海・空にわたる総合的なネット

ワークを構築し、経済活動や観光に伴う人やものの交流を促進します。

　また、都市機能の強化や景観など地域資源を活かした観光振興につながる施策を展開

し、地域の活性化を図ります。

－13 －



　　　①　水害・土砂災害への対応力強化

　　・　河川改修等の推進（新城川（秋田市）　等）

　　・　土砂災害対策等の推進（森幸苑沢（北秋田市）　等）

　　・　海岸保全対策の推進（本荘海岸（由利本荘市）　等）

　　・　道路の防災対策推進

　　・　治山対策の推進

　　　②　地域公共交通の確保支援

　　・　生活路線バス等の維持・確保

　　・　第三セクター鉄道の経営の安定と利活用促進

　　・　低床型バスの導入促進

　　　③　公共施設等の老朽化対策

　　・　橋梁長寿命化修繕計画に基づく適正な管理と予防保全

　　・　河川・砂防、下水道、港湾施設、都市公園等の計画的な点検・整備の実施

　　・　建築物等の耐震化の促進

　　　④　地域医療などを支える救急ネットワークの整備

　　・高速道路網の整備と利活用の促進《再掲》

　　　（日沿道、東北中央道の整備促進）

　　・地域高規格道路など国・県道の整備促進《再掲》

　　　（国道１０７号本荘道路、県道横手大森大内線（塚堀工区）　等）

　　　⑤　良好な居住環境の整備

　　・　下水道等普及率の向上

　　・　都市公園の整備

　　・　住宅取得や増改築等に係る補助などによる支援

　　・　バリアフリーに配慮した県営住宅の整備、優遇入居制度の拡充

　　・　快適で利便性の高い道路環境の整備

　　　　（消融雪施設、交通安全施設、電線共同溝、歩道段差解消、防雪施設　等）

　　　⑥　県民との協働による地域づくり

　　・　環境整備地域連携事業（道路、河川、海岸）

　　　⑦　市町村との協働による県民サービスの向上

　　・　市町村からの汚水・汚泥等の受入、汚泥の肥料化・資源化等の利活用促進

　　・　下水道等への接続率向上のための施策等の実施

　　・　道路管理区分にとらわれない効率的な除排雪を拡充

　　・　地域間交流ネットワークを担う幹線市町村道等の道路パトロール

◆「生活」を支える

　安全・安心な県土を基盤として、良好な居住環境の整備や地域公共交通の確保支援を推進

し、県民一人ひとりが健やかで、安心して子育てができる環境づくりを進めます。

　また、住民自らが行う地域づくりを支援するほか、市町村との連携を進め、多様な主体が

新しい公共を担う協働社会の構築を推進します。
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２　　平成２２年度　建設交通部重点施策

◆　重点事項の概念図
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■農林水産業を支える基盤整備

■環境・リサイクル産業の集積促進

■地域を支える建設産業の振興
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■市町村との協働による県民サービスの向上

■公共施設等の老朽化対策

■地域医療などを支える救急ネットワークの整備
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ふるさと秋田元気創造プラン

横断的に支える

基本方針
～２つの視点～

平成２２年度 建設交通部 重点事項
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◆　重点事項の詳細

□ 　今年度からスタートする「ふるさと秋田元気創造プラン」の５つの戦略を横断的に支える

「社会資本の整備」を「産業と生活」基盤の整備の視点から、進めていきます。

◆　産業を支える

　高速道路等の道路、港湾、空港の整備を進め、陸・海・空にわたる総合的なネットワーク

を構築し、経済活動や観光に伴う人やモノの交流を促進します。

　また、都市機能の強化や景観など地域資源を活かした観光振興につながる施策を展開し、

地域の活性化を図ります。

①　産業・経済を支える高速道路ネットワークの整備

　高速道路などの広域ネットワーク整備を一層推進することにより、県内産業を支える物
　 流ルートや、全国的なリサイクル資源回収システムの構築を促進します。

1　大館西道路(8.8km)[日本海沿岸東北自動車道]の整備

　　【国直轄事業】　平成23年度部分供用目標(2.6km)

2　国道7号下浜道路(秋田市6.2km)の整備【国直轄事業】

3　国道46号角館バイパスの整備【国直轄事業】

　　平成22年度部分供用予定(2.0km)

4　国道101号能代拡幅ほか4箇所の整備

　　国道101号能代拡幅(0.84km)　平成23年度開通目標

5　県道琴丘上小阿仁線(4.6km)　平成25年度開通目標

6　簡易型ＩＣ設置に向けた取組

②　環日本海貿易を支える物流拠点の整備（秋田港）

　東北地域の物流拠点として、秋田港の機能強化を図り、シーアンドレール構想を推進す

るほか、東アジア諸国との交流促進によるビジネスチャンスの拡大を図ります。

　また、能代港の整備を進め、秋田県北部エコタウン計画と連携したリサイクルポートと

して機能を確保します。

1　国際コンテナターミナルの整備(秋田港)

　　平成23年度整備完了目標

2　静穏度向上に向けた防波堤の整備(秋田港)

　　平成23年度整備完了目標

3　シーアンドレール構想の実現に向けた物流機能強化基礎

　 強化基礎調査(秋田港)

4　静穏度向上に向けた防波堤の整備(能代港)

5　船舶の安全な航行確保(船川港)

6　長距離フェリーの利用促進

施策の基本方針

重点施策

所管課

道 路 課

当初予算額(千円)

1,305,000

300,000

80,000

200,000

15,000

1,534

重点施策

所管課

1,864,000

140,000

当初予算額(千円)

港湾空港課
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③ 農林水産業を支える基盤整備

　多様なニーズへ機動的に対応した農林水産物の流通を支えるため、高速道路をはじめと

する道路網の整備を進めるとともに、農業生産に不可欠な農業用水の確保に資する基盤を

整備します。

1　日沿道、東北中央道の整備促進(再掲)

2　県管理国道、県道の整備推進

3　成瀬ダムの整備促進【国直轄事業】

④ 環境・リサイクル産業の集積促進

　下水バイオマスの利活用やリサイクル資材の利用を推進することにより、環境・リサイ

クル産業の集積を高めるほか、高速道路、港湾の整備を進め、国内はもとより東南アジア

地域で処理困難なリサイクル原料の受入を促進します。

1　下水バイオマスの利活用促進

2　リサイクル資材の利用推進

3　高速道路網、港湾の整備(再掲)

⑤　地域を支える建設産業の振興

　県民の安全・安心な暮らしの確保に貢献している建設業が、良質な社会資本整備の役割

を担い、地域の基幹産業の１つとして存続できるよう、企業合併等を含めた経営力・技術

力の強化と、農業、福祉、環境・エネルギーなど新たな活動領域の拡大に向けた環境整備

を推進します。

1　経営力・技術力強化と新たな活動領域の拡大

2　建設業新展開活動支援事業　《平成22年度新規事業》

⑥　広域ネットワークの充実と空港機能の強化（秋田空港）

　空港、鉄道などの広域ネットワークの整備を一層促進することにより、観光・ビジネス

客の誘客を促し、地域経済の活性化を図ります。

1　羽田空港拡張に合わせた立体駐車場の整備

　 平成22年10月 整備完了目標

2　秋田空港アクセス道路の全線開通

　 (2.1km [未開通部分])平成22年度開通目標

3　航空ダイヤ確保のため夜間駐機に要する経費の一部補助

　 (秋田空港)

4　航空路線の維持にむけた小型機定期便(小型機)の着陸の

　 の着陸料一部減免(秋田空港、大館能代空港)

建設交通政策課

港湾空港課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

830,000 道 路 課

1,720,000

10,756

技術管理室

道 路 課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

下水道課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

20,708

建設管理課

所管課

道 路 課

港湾空港課

技術管理室

河川砂防課

重点施策 当初予算額(千円)

3,641,000
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⑦　市街地の賑わいを創出する都市機能の強化

　中心市街地の再開発や街路の整備などで魅力ある街づくりを推進し、人やモノの交流に

よる賑わいを創出します。

1　秋田市中通一丁目地区再開発

　 平成23年度建築工事完了目標

2　大曲通町地区再開発　《平成22年度新規事業》

3　横手駅東口第一地区再開発

　 平成22年度建築工事完了予定

4　横山金足線ほか5路線の街路整備

　 横山金足線の街路整備(2.3km [未開通部分])

　 平成22年度全線開通目標

⑧　地域資源を活かした景観づくり・道づくりによる観光振興

　地域の歴史を活かした街づくりや自然景観に配慮した道づくりのほか、地域の住民や団

体が主体となった景観づくりを支援し、観光振興による地域活性化を促進します。

1　景観ふるさとづくり事業

2　秋田県景観条例の改正

3　景観に配慮した公共事業の実施

日沿道(二ツ井白神ＩＣ) 秋田港(国際コンテナターミナル)

1,373

263,000 道 路 課

都市計画課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

985

1,259,000

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

横手駅東口第一地区市街地再開発事業 電線類の地下埋設化(羽後町)

都市計画課

495,450

50,000

6,100

建築住宅課
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　◆　生活を支える

①　水害・土砂災害への対応力の強化

　河川改修等、土砂災害対策、海岸保全対策及び道路防災対策を推進し、県民生活、経済

活動など全般にわたる基盤となる県土の安全・安心を確保します。

1　都市近郊河川の重点整備(横手川ほか10河川)

2　新城川の重点整備

　 平成25年度一部通水目標(0.6km)

　 平成26年度一連区間完成目標(2.4km)

3　砂子沢ダムの竣工　平成22年度竣工予定

4　災害時要援護者施設等の土砂災害防止対策を重点的に推

　 進(平成22年～24年)

5　県内各河川の整備による災害防止

6　県内土砂災害危険箇所の整備による災害防止

7　ダムの管理設備の更新による災害防止

8　阿仁川災害復旧助成事業

②　地域公共交通の確保支援

　地域公共交通の再編等により効率的で利用しやすい公共交通手段の確保を図り、地域の

自立と活性化を支援します。

1　第三セクター鉄道の持続的運行に向けた安全対策と利用

　 促進

2　地域の実情にあった生活バス路線等に対する支援

③　公共施設等の老朽化対策

　道路、河川・砂防、下水道、港湾施設、都市公園等の維持修繕を計画的かつ効果的に実

施することにより、既存施設の長寿命化とライフサイクルコストの低減を図ります。

　また、地震による被害を少なくするため、建築物等の耐震化を促進します。

1　長寿命化修繕計画に基づき、県管理橋梁の予防保全的な

　 補修を計画的に推進

2　下水道、都市公園施設などの長寿命化計画策定

④ 地域医療などを支える救急ネットワークの整備

　高速道路、国・県道の整備による交通ネットワークを構築することで、救急搬送体制の

充実や県民生活の利便性の向上を図ります。

1　日沿道、東北中央道の整備促進(再掲)

2　県管理国道、県道の整備推進(再掲)

361,043

河川砂防課

当初予算額(千円) 所管課

4,380,092

1,235,200

786,000

123,000

1,406,000

334,000

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

624,000

重点施策

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

257,216

366,220

建設交通政策課

都市計画課

所管課

道路課

2,801,000

95,600

道 路 課

下水道課

重点施策 当初予算額(千円)
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⑤　良好な居住環境の整備

　快適な生活を支える下水道等の生活環境施設や都市公園などを整備するほか、若い世代

や子育て世代の住宅取得等への支援や、県営住宅のバリアフリー化に取り組み、健やかで

安心して子育てのできる居住環境の整備を進めます。

1　県営住宅のバリアフリー化などの居住環境の整備

2　住まいづくり応援事業

3　住宅リフォーム緊急支援事業　《平成22年度新規事業》

⑥ 県民との協働による地域づくり

　地域住民による先駆的な景観づくり、ボランティア等が行う道路、河川、海岸の美

化活動等を支援し、地域におけるコミュニティ活動への参加を促進します

1　道路、河川において地域住民と共に行う除草などの環境

　 美化　

⑦　市町村との協働による県民サービスの向上（下水道事業）

　下水道事業、道路の維持管理について、県・市町村が連携し一体的に取り組む「機

能合体」を推進するなど、市町村との協働により県民サービスの向上を図ります。

1　生活排水処理事業の広域・共同化の可能性を検討

2　あきた循環のみず推進事業　《平成22年度新規事業》 6,184

下水道課

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

49,370 道路課

河川砂防課

重点施策 当初予算額(千円)

重点施策 当初予算額(千円) 所管課

建築住宅課205,355

32,000

1,276,815

所管課

道路冠水状況(秋田市笠岡地区) 芋川住民美化運動(由利本荘市)
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３　　平成２２年度当初予算の概要

　　　 ◆県予算及び建設交通部予算の推移

単位：百万円、（　）内は県全体に対する構成比（％）

　　　 ◆平成２２年度当初予算概況
（単位：千円、％）

２１年度当初予算 ２２年度当初予算 増減額

① ② ②－①

78,093,588 65,639,832 ▲ 12,453,756

公共事業 43,627,697 30,247,371 ▲ 13,380,326

単独投資事業 16,892,049 19,200,603 2,308,554

非公共事業 103,825 191,915 88,090

その他行政経費 17,470,017 15,999,943 ▲ 1,470,074

8,148,130 9,052,228 904,098

公共事業 2,776,000 2,514,600 ▲ 261,400

その他 5,372,130 6,537,628 1,165,498

86,241,718 74,692,060 ▲ 11,549,658

606,843,703 628,113,000 21,269,297

12.9% 10.5% ―　構成比（Ａ／Ｂ）

増減比

②／①
区　　　分

84.1

　特別会計

　合　　計

69.3

113.7

184.8

　一般会計Ａ

86.6

103.5　県全体（一般会計）Ｂ

―

91.6

111.1

90.6

121.7

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

建設交通部一般会計予算額 県一般会計予算額

96,488(14.6%)

78,094(12.9%)

65,640(10.5%)

661,714

606,844

628,113

693,575

92,065(13.3%)

83,246(11.8%)

703,692

－ 21 －



当初予算額(千円) 合計に対する割合

2 総務費 987,871 1.5%

2 企画費 987,871 1.5%

4 衛生費 150,384 0.2%

2 環境衛生費 150,384 0.2%

6 農林水産業費 1,342,255 2.0%

3 農地費 1,342,255 2.0%

8 土木費 59,065,845 90.0%

1 土木管理費 2,466,140 3.8%

2 道路橋りょう費 30,128,383 45.9%

3 河川海岸費 13,936,907 21.2%

4 港湾費 3,997,976 6.1%

5 都市計画費 2,918,073 4.4%

6 住宅費 5,618,366 8.6%

11 災害復旧費 4,093,477 6.2%

2 土木施設災害復旧費 4,093,477 6.2%

65,639,832 100.0%

◆　平成２２年度　建設交通部一般会計当初予算の内訳

款 項

合　　　　計

災害復旧費
40.9億円
(6.2%)

住宅費
56.2億円
(8.6%)

都市計画費
29.2億円
(4.4%)

港湾費
40.0億円
(6.1%)

河川海岸費
139.4億円
(21.2%)

道路橋りょう費
301.3億円
(45.9%)

その他
24.8億円
(3.8%) 土木管理費

24.7億円
(3.8%)

建設交通部
平成２２年度一般会計当初予算

656億3,983万円

－ 22 －




